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２０２０年３月 

 

ビジネス著作権検定® 公式テキスト[初級・上級]第２版 改訂内容のご案内 

２０１９年４月１日に「学校教育法等の一部を改正する法律」に伴う著作権法改正および、２０１９年７月１日に「民法及び家
事事件手続法の一部を改正する法律」に伴う著作権法改正が施行されました。この法改正に伴い、『ビジネス著作権検定 
公式テキスト[初級・上級]第２版（初版発行日：２０１９年７月１１日）』の記載内容のうち、変更になった箇所があります。詳しく
は、以下の＜改訂内容対応表＞にまとめましたので、内容を置き換えて学習をしてください。 
※なお、詳細は文化庁サイト（https://www.bunka.go.jp/seisaku/chosakuken/hokaisei/index.html）をご確認ください。 
※（対応表の行数の数え方について) タイトル、見出し行および空き行は数えないものとします。 

 

＜改訂内容対応表＞ 

 

該当箇所 改訂内容（下線部分） テキスト（第２版第１刷）内容 

第６章 ｐ．１０９ 

７～１３行目 

の種類及び用途、通常の使用料の額その他の事
情を考慮して文化庁長官が定める算出方法によ
り算出した額の補償金を著作権者に支払わなけ
ればならない（法３３条２項）。 
著作物を掲載できる教科用図書は、①学校教

育法第３４条第１項（同法第４９条、第４９条の８、
第６２条、第７０条第１項及び第８２条において準
用する場合を含む。）に規定する教科用図書（法
３３条１項）、並びに、②高等学校の通信教育用
学習図書、及び、③教科用図書に係る教師用指
導書（法３３条４項）である。 
ここで、学校教育法第３４条第１項に規定する

教科用図書とは、(a)小学校、中学校、義務教育
学校、高等学校、中等教育学校、特別支援学校
において使用される文部科学大臣の検定を受け
た教科用図書、及び、(ｂ)同学校で使用される文
部科学省が著作の名義を有する教科用図書のこ
とである。 

の種類及び用途、通常の使用料の額その他の事
情を考慮して文化庁長官が毎年定める額の補償
金を著作権者に支払わなければならない（法３３
条２項）。 
著作物を掲載できる教科用図書等は、①小学

校、中学校、高等学校または中等教育学校その
他これらに準ずる学校における教育の用に供さ
れる児童用または生徒用の図書であって、文部
科学大臣の検定を経たもの、及び、②文部科学
省が著作の名義を有するもの（法３３条１項）、並
びに、③高等学校の通信教育用学習図書、及
び、④教科用図書に係る教師用指導書（法３３条
４項）である。 

第６章 ｐ．１１０ 

４行目～ 

②教科用図書代替教材への掲載等 
令和２年度から、新しい学習指導要項により、こ

れまでの紙の教科用図書に加えて、内容を電磁
的に記録した教科用図書（デジタル教科書）を使
用できることになった。 
それに伴い、平成３０年の著作権法改正によ

り、通常の紙の教科書に掲載された著作物を、権
利者の許諾を得ずに教科用図書代替教材（デジ
タル教科書）に掲載し、必要な利用を行うことが認
められることになった（法３３条の２）。 

（②新設） 

第６章 ｐ．１１０ 

４行目 

③教科用拡大図書等の作成のための複製等 ②教科用拡大図書等の作成のための複製等 

第６章 ｐ．１１０ 

８行目 

きる（法３３条の３第１項）。 きる（法３３条の２第１項）。 

第６章 ｐ．１１０ 

１１～１２行目 

営利を目的として教科用拡大図書等を頒布する
場合にあっては、文化庁長官が定める算出方法
により算出した額の補償金を著作物の著作権者
に支払わなければならない（法３３条の３第２項）。 

営利を目的として教科用拡大図書等を頒布する
場合にあっては、文化庁長官が毎年定める額の
補償金を著作物の著作権者に支払わなければな
らない（法３３条の２第２項）。 

第６章 ｐ．１１０ 

１５行目 

複製する場合を除く）である（法３３条の３第２項）。
なお、通知は、法３３条の教科 

複製する場合を除く）である（法３３条の２第２項）。
なお、通知は、法３３条の教科 

第６章 ｐ．１１０ 

２６行目 

④学校教育番組の放送等 ③学校教育番組の放送等 

第６章 ｐ．１２６ 

２９行目 

著作権等の制限による利用に係る補償金 
①私的録音録画補償金 

私的録音録画補償金 
私的使用を目的として、デジタル方式の録音ま

たは録画を行う者が著作権者に対し 
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該当箇所 改訂内容（下線部分） テキスト（第２版第１刷）内容 

第６章 ｐ．１２７ 

１１行目～ 

機器などの販売価格に、私的録音録画補償金
が含まれている。 
②授業目的公衆送信補償金 
法３５条２項に規定される授業目的公衆送信補

償金に関しては、その制度が、法１０４条の１１から
法１０４条の１７で規定されている。 
すなわち、授業目的公衆送信補償金は、文化

庁長官が指定した、その権利を行使することを目
的とする団体（指定管理団体）があるときは、当該
団体によって権利行使が行われる（法１０４条の１
１、法１０４条の１２）。 

機器などの販売価格に、私的録音録画補償金
が含まれている。 
（②追記） 

第９章 ｐ．１４５ 

２０行目 

著作権の移転もしくは信託による変更 著作権の移転（相続その他の一般継承によるもの
を除く）もしくは信託による変更 

第９章 ｐ．１４６ 

１０～１１行目 

従前、相続を含め一般承継の場合、著作権の
移転の登録はできなかった。しかし、平成３０年の
民法（相続関係）の改正により、法定相続分を超
える財産の相続については、対抗要件を備えな
いと第三者に対抗できないことになった。これに
伴い、平成３０年の著作権法改正により、相続を
含め一般承継の場合にも、著作権の移転の登録
ができることになった。 

また、登録が必要とされるのは、著作権の譲渡
といった特殊承継の場合であり、相続や会社合併
といった包括承継の場合には、登録は必要とされ
ない。 

演習問題の正答・

解説 

第９章ｐ．２０６ 

４行目 

ウについて……第７７条及び第７８条（第３項を除
く。）の規定は、著作隣接権に関する登録につ
いて準用する（１０４条）と規定されており、権利
の移転（７７条１号）や質権の設定（７７条２号）
等について登録をすることができる。 

ウについて……第７７条及び第７８条（第２項を除
く。）の規定は、著作隣接権に関する登録につ
いて準用する（１０4条）と規定されており、権利
の移転（７７条１号）や質権の設定（７７条２号）
等について登録をすることができる。 

初級過去問題 

正答・解説 

問題１５ ｐ．２４７ 

イ 公表された著作物は、学校教育の目的上必
要と認められる限度において、教科用図書（学
校教育法（昭和２２年法律第２６号）第３４条第１
項（同法第４９条、第４９条の８、第６２条、第７０
条第１項及び第８２条において準用する場合を
含む。）に規定する教科用図書をいう。）に掲載
することができる（３３条１項）。したがって、生徒
が読書の対象として楽しめるように、ベストセラ
ーの小説の全文を掲載することは、「学校教育
の目的上必要と認められる限度」とはいえない
ので、著作権者の許諾なく掲載すると、複製権
の侵害になる。 

イ 公表された著作物は、学校教育の目的上必
要と認められる限度において、教科用図書（小
学校、中学校、義務教育学校、高等学校又は
中等教育学校その他これらに準ずる学校にお
ける教育の用に供される児童用又は生徒用の
図書であつて、文部科学大臣の検定を経たも
の又は文部科学省が著作の名義を有するもの
をいう。）に掲載することができる（３３条１項）。
したがって、生徒が読書の対象として楽しめる
ように、ベストセラーの小説の全文を掲載するこ
とは、「学校教育の目的上必要と認められる限
度」とはいえないので、著作権者の許諾なく掲
載すると、複製権の侵害になる。 

初級過去問題 

正答・解説 

問題１６ ｐ．２６６ 

ア 第３０条第１項、第３０条の３、第３１条第１項第
１号若しくは第３項後段、第３３条の２第１項、第
３３条の３第１項若しくは第４項、第３５条第１
項、第３７条第３項、第３７条の２本文（同条第２
号に係る場合にあつては、同号。次項第１号に
おいて同じ。）、第４１条から第４２条の３まで、
第４３条第２項、第４４条第１項若しくは第２項、
第４７条第１項若しくは第３項、第４７条の２又は
第４７条の５第１項に定める目的以外の目的の
ために、これらの規定の適用を受けて作成され
た著作物の複製物（次項第１号又は第２号の複
製物に該当するものを除く。）を頒布し、又は当
該複製物によつて当該著作物の公衆への提
示を行つた者は第２１条に定める複製を行つた
ものとみなす（４９条１項１号）。 
私的使用のための複製により複製されたも

のであっても、これを販売するなどの目的外使
用をした場合には、複製権の侵害行為をしたも
のとみなされる。 

ア 第３０条第１項、第３０条の３、第３１条第１項第
１号若しくは第３項後段、第３３条の２第１項若し
くは第４項、第３５条第１項、第３７条第３項、第
３７条の２本文（同条第２号に係る場合にあつて
は、同号。次項第１号において同じ。）、第４１
条から第４２条の３まで、第４３条第２項、第４４
条第１項若しくは第２項、第４７条第１項若しく
は第３項、第４７条の２又は第４７条の５第１項に
定める目的以外の目的のために、これらの規
定の適用を受けて作成された著作物の複製物
（次項第１号又は第２号の複製物に該当するも
のを除く。）を頒布し、又は当該複製物によつて
当該著作物の公衆への提示を行つた者は第２
１条に定める複製を行つたものとみなす（４９条
１項１号）。 
私的使用のための複製により複製されたも

のであっても、これを販売するなどの目的外使
用をした場合には、複製権の侵害行為をしたも
のとみなされる。 

以上 


